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北九州市のプロフィール

若松区

八幡西区

八幡東区

戸畑区

小倉南区

小倉北区

門司区

九州自動車道

都市高速道路

小倉駅

発足：昭和３８年（１９６３年）２月１０日 ５市合併により誕生

五大市に次ぐ全国６番目の政令市 平成２５年２月１０日に市制５０周年を迎える

人口：９７６，７１１人（平成２３年３月３１日現在） 面積：４８７．８９ k㎡

東アジアに近い
北九州

日本を代表する
ものづくり産業

（基礎素材産業）が集積

１

エコタウン

北九州市

門司港レトロの門司港駅

提灯が揺れる
戸畑祇園大山笠

若松と戸畑を結ぶ
若戸大橋

太鼓の音が鳴り響く小倉祇園太鼓

電飾が鮮やかな
黒崎祇園山笠

1901年操業開始東田第一高炉

KITAKYUSHU IR 2011 北九州市のプロフィール

平尾台のカルスト台地

個性豊かな

７区

個性豊かな

７区



２

「元気発進！北九州」プラン

まちづくりの目標

まちづくりの基本方針

人づくり 多様な人材が輝くまちをつくる

暮らしづくり

産業づくり

都市づくり

質の高い暮らしができるまちをつくる

元気で人が集まるまちをつくる

便利で快適なまちをつくる

北九州ブランドの創造

本市の中核的な強みや

魅力を表す都市ブランド

世界の環境首都

産業づくり

地域の
魅力向上

生活の質の
向上

経済基盤の発展
（税収の増加）

地域外の
人・企業に対する
求心力の向上

アジアの技術首都

KITAKYUSHU IR 2011 「元気発進！北九州」プラン

～市政の経営理念～

市民のちから

(みんなでまちをつくる)

行政のちから 連携のちから

(新しい市役所に変わる)
(まちとまちのつながりを

強める)

資産のちから 自然のちから

(自然の恵みを活かす)

暮らしづくり

プラスの連鎖

まちづくりのちから

(まちの「たから」を
活かす)



響ホール

北九州芸術劇場アルモニーサンク
北九州ｿﾚｲﾕﾎｰﾙ

（仮称）北九州市漫画ミュージアム

北九州国際音楽祭

北九州市は松本零士氏など日本を
代表する著名な漫画家を多く輩出

松本零士･･･「銀河鉄道999」

北条司･･･「シティーハンター」

わたせせいぞう･･･「ハートカクテル」など

漫画の魅力を幅広い世代に伝えるた
めの漫画文化の拠点「(仮称)北九州
市漫画ミュージアム」を整備

入場者数１万人を超える音楽祭
昭和63年から開催、今年で24回目
開催：平成23年10月2日(日)

～11月5日(土)

北九州フィルム・コミッション
豊富なロケ地とこれまでに多くの映画やテレビドラマを撮影支援

平成21年度 映画「THE LAST MESSAGE 海猿」、

「交渉人 The Movie」、他8件

平成22年度 映画「ロボジー」、

ドラマ「十津川警部シリーズ44」、他12件

平成23年度(平成23年9月末現在）

映画「ワイルド7」、ドラマ「ランナウェイ」、他9件

平成元年度以降の累計(平成23年9月末現在）

映画61本、ドラマ73本 計134本

松本清張記念館

３

平成24年度開館予定

黒崎文化ホール

平成24年度オープン予定

体験型産業観光
（工場萌えツアー）

日本の近代化産業を牽引してきた、北
九州工業地帯の夜景を観賞するツアー

工場群の景色はモノづくりの街・北九
州市の原風景であり、特にその景色は
力強く煌き、昼間には見られない工場
の別の表情を楽しむことができる

KITAKYUSHU IR 2011 地域の魅力向上

～芸術・文化の育み～

Ｂ-１グランプリ
平成24年度にＢ-1グランプ
リの北九州開催が決定

北九州市制
50周年
関連事業



（ギラヴァンツ北九州）

国際車椅子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ大会

全国高等学校選抜自転車競技大会

日本スポーツマスターズ
２０１３

選抜女子駅伝北九州大会

車椅子バスケットボールのクラブチーム世界一決定戦

開催：平成2３年10月1４日（金）～10月1６日（日）

開催：平成24年3月22日(木)～3月24日(土)北九州メディアドーム

北九州ﾒﾃﾞｨｱﾄﾞｰﾑ

実業団、高校の女子長距離界の
トップチームが集う大会

開催：平成2４年1月2２日（日）

競技志向の高いシニア世代
(35歳以上)を対象とした
スポーツの祭典

政令指定都市による主催開
催は初めて

開催：平成25年9月予定

10月1日現在J2

KITAKYUSHU IR 2011 地域の魅力向上 ～スポーツの振興～

本市にプロスポーツ
を誕生させるため、
平成13年に前身で
あるニューウェーブ
北九州が設立。

４

GiravanzC

H22 第19位
（19チーム中）

↓
H23 第８位
（20チーム中）

北九州市制
50周年
記念事業

平成22年シーズンからＪ２参戦。

平成23年2月に三浦泰年監督を迎え、
健闘している。



1960’s 2011

1960’s 2011

環境汚染（硫黄酸化物）
（mgSO3/100cm2/日）

環境改善と共に
経済成長

環境改善と共に
経済成長

経済開発（製造品出荷額：千億円）

出典：世界銀行MEIP「日本の経験調査」

「経済成長と環境政策の両立」

他にパリ、シカゴ、ストックホルム

公害克服の実績と、リサイクル技術
の集積が評価される

2011. 6 ＯＥＣＤ
“グリーン成長モデル都市”に、
アジアで初めて北九州市が認定

2011. 6 ＯＥＣＤ
“グリーン成長モデル都市”に、
アジアで初めて北九州市が認定

環境と経済が両立する技術は必ずアジアで役立ちます！

初初
● 高い国際評価

1990年 国連「グローバル500」受賞

1992年 「国連自治体表彰」(日本初)  受賞

2000年 国連ESCAP大臣会合

「ｸﾘｰﾝな環境のための

北九州ｲﾆｼｱﾁﾌﾞ」採択

2002年 地球ｻﾐｯﾄ2002持続可能な

開発表彰」受賞 など

５

KITAKYUSHU IR 2011 北九州市の成長戦略 ～公害を克服した技術力を世界へ～

キーワードは“環境”と“アジア”



2005年度
（基準年）

2005年度
（基準年）

ＣＯ2排出量：

1560万t
2030年
削減目標

2030年
削減目標

北九州市域で：

-30％

2050年
削減目標

2050年
削減目標

北九州市域及び

アジア地域で：ｰ200％
北九州市域：-50％
アジア地域：-150％

温室効果ガス削減に向けた５つの取組方針

１．環境が先進の街を創る（街づくり）
太陽光発電など新エネルギーの活用や
長寿命・省エネ住宅を整備した低炭素先進モデル街区を形成

２．環境が経済を拓く（産業づくり）
スマートグリッドを構築し、温室効果ガスの最小化と
市民生活の利便性向上を同時に図る「スマートコミュニティ」構想

３．環境が人を育む（人づくり）
環境首都検定を実施、環境みらい学習システムの整備

４．環境が豊かな社会を支える（暮らしづくり）
環境パスポートの実施、エコライフステージの開催

５．環境がアジアの絆を深める（アジアの絆づくり）
アジア低炭素化センターの設置

H21.12 中国・習国家副主席が来訪

KITAKYUSHU IR 2011 北九州市環境モデル都市行動計画【2009年3月策定】

～北九州グリーンフロンティアプラン～

６

《2008年7月》
国の「環境モデル都市」第１号に認定され、取組を開始

H20.7 環境モデル都市に認定される



水ビジネス（ｳｫｰﾀｰﾌﾟﾗｻﾞ）

リサイクルビジネス（ｴｺﾀｳﾝ）

エネルギービジネス(次世代)

技術
移転

環境負荷低減ﾋﾞｼﾞﾈｽ
(公害対策)

センター長 小宮山宏
（前東大総長）

センター開設以降の実績 ①新日鐵化学・中国・ﾊﾞﾗｽﾄ水浄化ﾗｲｾﾝｽ供与

ビジネス契約件数：３件 ②北九州市水道局・ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ・浄水場設計

国からの調査受託件数：６件 ③北九州市水道局・ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ・上水道整備

KITAKYUSHU IR 2011 アジア低炭素化センター【2010年6月設立】

産学官民が一体となり、技術移転で世界に貢献

７

北九州市
環境局
環境国際戦略室

地球環境戦略研
究機関(IGES)北
九州ｱｰﾊﾞﾝｾﾝﾀｰ

北九州国際技術協
力協会(ＫＩＴＡ)
環境協力センター

センター構成

センターの目指すもの

新興国のニーズ：単なる技術輸出にとどまらないグリーンな都市づくり

アジア地域の
実証実験・人材育成の拠点化

アジア地域の環境ビジネスの拠点

公害克服の経験

環境都市のトップランナーとしての総合力（北九州市）

先進的な社会システム

（北九州エコタウン等）

優れた環境技術

温室効果ガス削減
二国間クレジット化

オーダメイド方式による
都市（街）輸出

アジア諸都市や企業の多様なニーズに対応
「エコシティ」や「スマートシティ」など
アジア諸都市や企業の多様なニーズに対応
「エコシティ」や「スマートシティ」など

＋ ＋



＜成果＞
2011年3月：カンボジア（ｼｪﾑﾘｱｯﾌﾟ市）浄水場基本設計補完業務受注

受注金額 約１，４００万円
2011年8月：カンボジア（ｾﾝ･ﾓﾉﾛﾑ市）上水道整備事業コンサルタント業務受注内定

本市受注金額 約２，７００万円

会員企業の分類

・建設コンサルタント

・土木建設、プラント建設

・電機、計装システム等

・金融、商社等 ・その他

Public PrivatePartnerships
北九州市

学識者
（大学教授）

関係機関
（JICA，JBIC等）

民間企業
１０９社

＜構成＞ 民間企業109社
関係機関７団体
学識経験者３人

＜活動＞
海外の現地ニーズ調査
官民連携による海外展開の手法検討 など

※本協議会は、アジア低炭素化センターの事業化推進研究会との位置づけ

●北九州市海外水ビジネス
推進協議会を設立（2010年8月） 中央省庁

地方自治体の
水ビジネス受注
は、日本初！！

初初

KITAKYUSHU IR 2011 海外水ビジネスの展開

８

北九州市の水道は、1911年の給水開始以来、2011年に節目となる100周年を
迎え、水源開発の技術や水質管理等、様々なノウハウを蓄積

2006年に策定した「北九州市水道事業基本計画」の重点目標に「世界に貢献
する水道」を掲げ、海外における様々な技術協力プロジェクトに積極的に参画

北九州市水道事業のこれまでの歩み



１ 北九州市経済の現状



機械・金属加工産業
（１９４５年～）

機械・金属加工産業
（１９４５年～）

近代産業の発生
（１９０１年）

近代産業の発生
（１９０１年）

大企業の展開
（～１９２０年）

大企業の展開
（～１９２０年）

プラント
エンジニアリング
（～１９４５年）

プラント
エンジニアリング
（～１９４５年）

地域資源
石炭・石灰
港湾

鉄 素
材

鉄鋼
・官営八幡製鐵所

鉄鋼
・住友金属小倉
・日立金属
窯業
・黒崎播磨
・ＴＯＴＯ
化学
・旭硝子
・三菱化学
電気機械
・安川電機
・東芝

鉄鋼関係から
・三島光産
・岡野バルブ
・濱田重工

窯化学関係から
・高田工業所
・山九

・三井ハイテック
・日本磁力選鉱
・日本鋳鍛鋼

多様な展開多様な展開

・ゼンリン（地図）
・安川情報システム
（情報産業）
・セントラルユニ
（医療・福祉機器）
・シャボン玉石けん
（無添加石けん）
・OCC
（海底光ケーブル）

環境産業環境産業
公害対策
省エネルギー対策

基盤産業技術の高度化 先端技術へ基盤産業技術の高度化 先端技術へ

KITAKYUSHU IR 2011 ものづくり産業の蓄積

官営八幡製鐵所
１９０１

官営八幡製鐵所
１９０１

９



地震危険度がもっとも低い地域に位置し、
業務継続性を確保

渇水に強い工業用水と上水道

【【工業用水道工業用水道】】水量豊かな遠賀川(１級河川)を水源とする気象条件に左右されない気象条件に左右されない安定安定したした給水給水

東京都及び政令市の中、最も安価な料金最も安価な料金

【【上水道事業上水道事業】】市外にも積極的に水源を求め、豊富な水量を確保豊富な水量を確保

基幹浄水場を結ぶ連絡管の整備等により、事故や災害に強い安定した給水を実現事故や災害に強い安定した給水を実現

KITAKYUSHU IR 2011 極めて低い地震・災害リスク

１０

気象庁作成資料

過去、北九州市は
震源となっていない

過去、北九州市は
震源となっていない

福智山断層系 小倉東断層項 目 福智山断層系 小倉東断層系

活動の
繰り返し
間隔

約25,000年 約8,500年

最新の
活動時期

約11,000年
前から数千年
遡る期間

約2,200年
前

次の活動
差し迫って起
こる可能性は
低い

差し迫って起
こる可能性は
低い

新たな生産拠点を検討している部品・素材メーカー、関東地区などに
拠点を集中させているコールセンターや事務処理センター事業者などから、
リスク分散の観点からの引合が増加。

【北九州市域の断層の状況】



ひびきコンテナ
ターミナル

8航路 53便/月
大水深港湾

新若戸道路

太刀浦コンテナ
ターミナル

31航路 173便/月

○国際線 （北九州ー韓国・仁川）
・済州航空（週3便）

○ 国内線 （北九州－羽田）
・豊富なフライト－１日１６便
（JAL、SFJ、SKY）

浅野＆新門司
フェリー
ターミナル

6航路 42便/週

高速道路網
北九州都市高速道路
※北九州市内を東西、南北
に結ぶ。総延長49.5km

東九州自動車道
※北九州JCT
～苅田北九州空港IC

北九州貨物
ターミナル駅

63便/日
（東京など）

小倉ＲＯＲＯ
ターミナル
3便/週（日立）

西日本国際
ターミナル

北九州空港

KITAKYUSHU IR 2011 成長を支える物流インフラ
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田野浦国際
ROROターミナル



サイエンスパーク

響灘臨海工業団地 マリナクロス新門司

北九州臨空産業団地

北九州空港移転跡地
産業団地

ひびき灘開発（株）
用地

KITAKYUSHU IR 2011 多様なニーズに応える産業用地

環境・エネルギー産業の大型誘致案件
（設備投資20億円以上、新規雇用20人以上）については、

23年度より優遇制度を強化：助成率7％→12％

１２

北九州学術研究都市



過去５年間の企業誘致実績
（平成１８年度～平成２２年度）

誘致件数：217件 新規雇用：5,682人
投資額：4,898億円

KITAKYUSHU IR 2011 企業集積の状況

100年以上にわたり、日本の産業拠点として
発展した歴史から、自動車、半導体、
素材・部材等を中心とする産業が集積。
近年注目されている環境・エネルギー産業も

多く立地

１３

北九州学術研究都市54社



２ 北九州市の財政状況



KITAKYUSHU IR 2011 歳入・歳出決算の状況

5,3795,380

5,002
4,992

5,104 5,035
4,934 4,935

5,3215,330

3,000

4,000

5,000

6,000

18 19 20 21 22

歳入 歳出
歳入・歳出決算の推移（普通会計）歳入・歳出決算の推移（普通会計）

（億円）

（年度）

平成21年度以降、
歳入・歳出ともに
それまでを上回る

規模となっているのは、
市民生活を守るための
緊急経済・雇用対策に
積極的に取り組んだ
結果である。

平成21年度以降、
歳入・歳出ともに
それまでを上回る

規模となっているのは、
市民生活を守るための
緊急経済・雇用対策に
積極的に取り組んだ
結果である。

2,905
2,841 2,837

2,908

2,737

2,000

2,200

2,400

2,600

2,800

3,000

18 19 20 21 22

自主財源

自主財源の推移（普通会計）自主財源の推移（普通会計）
（億円）

（年度）

１４

自主財源は、
前年度と同程度の水準

自主財源は、
前年度と同程度の水準



KITAKYUSHU IR 2011       健全化判断比率等（平成２２年度決算）

35.0％35.00％20.00％財政再生基準

400.0％25.0％16.25％11.25％早期健全化基準

－－

実質赤字比率

11６６６６..０％０％１１１１..７％７％－－北九州市

将来負担比率実質公債費比率連結実質赤字比率区分

【健全化判断比率】

実質赤字比率 は、連結ベースを含め、「比率なし」の黒字を確保

実質公債費比率は、第７位（１９都市中）

１５年度以降に政令市に移行した比較的新しい都市を除くと第３位（１２都市中）

将来負担比率 は、第１１位（１９都市中）

１５年度以降に政令市に移行した比較的新しい都市を除くと第４位（１２都市中）

※順位は、良い方からの順位【速報値】

各比率はいずれも基準値を大きく下回っている。
⇒財政規律を堅持し財政の健全性を維持

各比率はいずれも基準値を大きく下回っている。
⇒財政規律を堅持し財政の健全性を維持

【資金不足比率】 公営企業会計が対象（上・下水道事業や病院事業など）

病院事業会計 （早期健全化基準に相当する）経営健全化基準は２０％３．２％

病院事業会計 経営改善によって、単年度実質収支が黒字に転換（前年度５．８％）

他の公営企業会計は資金不足を生じた会計がないため比率なし

１５



KITAKYUSHU IR 2011      市税収入の推移

369 363 345 332 345 382
464 476 473 443

131 112 111 135
185

200

200 184 130
121

796
762 761

764 727

731 728
728

726

295 298
284 292

290 284

291 287
278

286

1,590 1,569
1,502 1,520

1,584 1,593

1,686
1,609

1,576

795

1,675

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

１３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

市税収入の推移市税収入の推移

（億円）

（年度）

景気低迷の影響による納税義務者の減少等による個人市民税
の減収等により、平成２０年度から引き続き３年連続の減収

景気低迷の影響による納税義務者の減少等による個人市民税
の減収等により、平成２０年度から引き続き３年連続の減収

１６

(2) (8)
(9) (7)

(13) (12)
(7)

(12)

環境未来税（H15.10創設）
・環境施策を積極的に推進するための法定外目的税

・廃棄物の中間処理には課税せず、最終処分で課税するため、
企業の経済活動をリサイクル、減量化に誘導

（うち数は環境未来税）



KITAKYUSHU IR 2011     確実な歳入の確保

95.9
94.9

80

100

札幌 仙台 さいたま 千葉 横浜 川崎 相模原 新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 岡山 広島 福岡 北九州 平均

87.42

91.29

80

100

札幌 仙台 さいたま 千葉 横浜 川崎 相模原 新潟 静岡 浜松 名古屋 京都 大阪 堺 神戸 岡山 広島 福岡 北九州 平均

市税収入率（政令市第５位）市税収入率（政令市第５位）

国民健康保険料収納率（政令市第２位）国民健康保険料収納率（政令市第２位）

平成２２年度決算（速報値）

（％）

（％）

平成２２年度決算（速報値）

市税及び税外債権の高い収入率市税及び税外債権の高い収入率

※現年度分
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KITAKYUSHU IR 2011      義務的経費・投資的経費の推移

868 847 826 787 733 722 717 717 715 714

706 752 780 783 782 821 860 932

607 658 636 724 750

1,722 1,439 1,179 1,009 1,126 981 777 725 761
753

1,807
1,869

1,910
1,926 1,909

1,883 1,902 1,909
2,172 2,030

1,118680

585 600 717667

706

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

１３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

人件費 扶助費 公債費 投資的経費 その他

4,934 4,935

5,662 5,461
5,274 5,160 5,186 5,035

5,330 5,321

義務的経費・投資的経費の推移（普通会計）義務的経費・投資的経費の推移（普通会計）

（億円）

（年度）

投資的経費は、直近１０年で縮減傾向
但し、リーマンショック後は、市民生活を守るための緊急経済・雇用対策により、一定の水準を確保

投資的経費は、直近１０年で縮減傾向
但し、リーマンショック後は、市民生活を守るための緊急経済・雇用対策により、一定の水準を確保

過去最高額となる義務的経費は、子ども手当の創設等による扶助費の増加が要因過去最高額となる義務的経費は、子ども手当の創設等による扶助費の増加が要因

１８

行財政改革の取組みによる職員数削減と人件費総額抑制
⇒人件費比率（人件費比率（13.4%13.4%）は１９政令市中、低い方から第）は１９政令市中、低い方から第33位位



KITAKYUSHU IR 2011    市債発行額と市債依存度の推移

479
100

93

291145109127165231

684

570

863
795

731

586
650

514

633

393
425386414524421 523500

658

12.7%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 (年度)

(億円)

5%

10%

15%

20%

市債発行額と市債依存度の推移（普通会計）市債発行額と市債依存度の推移（普通会計）

【

市

債

発

行

額

】

【

市

債

依

存

度

】

市債

臨時財政対策債

市債依存度

市債発行額は、地方交付税の振替である臨時財政対策債の影響により
１１４億円増加したが、公共事業等に係る市債発行額は３２億円減少した。

市債発行額は、地方交付税の振替である臨時財政対策債の影響により
１１４億円増加したが、公共事業等に係る市債発行額は３２億円減少した。

１９



KITAKYUSHU IR 2011        市債残高の推移

市債残高は、臨時財政対策債の発行額増加の影響
により平成１９年度以来３年ぶりに増加した。

市債残高は、臨時財政対策債の発行額増加の影響
により平成１９年度以来３年ぶりに増加した。

注 市債残高、減債基金残高は普通会計ベース。

7,569
7,967

8,281 8,339 8,499 8,627 8,587 8,506 8,488 8,621

579 757 807 803 768

7,652

8,469
8,638

9,206
9,344 9,313 9,291 9,389

8,931

8,086

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

１３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

減債基金残高

減債基金を除く残高

（億円）
市債残高の推移（普通会計）市債残高の推移（普通会計）

（年度）

２０



KITAKYUSHU IR 2011    財政の硬直化要因（公債費、福祉・医療費の増）

556

571
576

674 638

650

708 714

736
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13.9%

14.5%14.4%

12.3%

13.1%

11.1%
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(億円)

＊福祉・医療費は各年度の扶助費、

繰出金（国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、

老人保健医療特別会計（～H21）、

後期高齢者医療特別会計（H20～））の合計

平成２１年度にピークを迎え、
その後も高水準にとどまる

少子・高齢化社会の進展によって
福祉・医療費が増加している

＊一般会計H12～H22決算額 H23当初予算額

公債費、公債費割合の推移と推計公債費、公債費割合の推移と推計

福祉・医療費の推移福祉・医療費の推移

＊普通会計H12～H22決算額 H23当初予算額

２１



KITAKYUSHU IR 2011       収支改善対策

中期財政見通し（Ｈ19～Ｈ25）

△ 541

△ 337

△ 131

42

199

467

369

289 312 334 333 354

△ 600

△ 400

△ 200

0

200

400

600

Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

経営改善前 経営改善後 早期健全化基準 財政再生基準

 実質赤字比率の早期健全化基準＝△279億円
 　　　〃　　の財政再生基準　＝△495億円　　　　※いずれもＨ19決算ベース

（億円）

△85 △228 △303 △290 △306 △339 △337

-    100 100 100 100 100 100

－ -    100 200 220 230 250

△85 △128 △103 10 14 △9 13

-    -    10 20 25 25 25

106 30 33 33 33 33 33

21 △98 △80 23 22 △ 1 21

467 369 289 312 334 333 354

項　　　　目

基 金 増 減 額
⑫ （ ⑩ - ⑪ + ⑥ ）

年 度 末 基 金 残 高 ⑬
( 前 年 度 末 残 高 + ⑫ )

基 金 積 立 額 ⑥

収 支 不 足 額 ③

経営改善後の収支不足額
（ 基 金 取 崩 額 ）
⑩ （ ③ ＋ ④ ＋ ⑨ ）

決 算 に お け る 歳 入 増
・ 歳 出 不 用 等 ④

経 営 改 善 見 込 額 ⑨

基 本 計 画 推 進 財 源 ⑪

平成２４年度平成２３年度平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２５年度

【経営改善後の基金残高】 (単位:億円)

＊財源調整用基金で、満期一括償還分等に係る基金は除く

北九州市経営プラン（平成２１～２５年度）北九州市経営プラン（平成２１～２５年度）
平成２１～２２年度を集中取組期間として２００億円規模の収支改善対策を実施

平成２１・２２年度合計で約２１０億円の収支改善を達成
（財政調整用基金の取崩しに頼らない、単年度収支均衡を実現）

今後も持続可能で安定的な財政の確立を目指す

２２



KITAKYUSHU IR 2011   具体的な取組内容（２１、２２年度実績）

北九州市経営プラン北九州市経営プラン 収支改善額
２１年度実績１０２億円 ２２年度実績 １０８億円

（歳入増） （歳出減）

国庫補助金等の活用、特別会計剰余金等の活用、
広告事業の拡充による収入確保など

【収入額の確保】

「北九州市債権回収対策本部」における収入率
の向上等歳入の確保に向け取り組み
コンビニエンス・ストアでの市税収納の導入

【債権回収の強化】

未利用市有地の売却、一時貸付の実施

【未利用資産の処分・活用】

民営化・民間委託の推進、組織の見直し等により
職員数の削減を実施
平成２５年度には職員数を８，０００人体制へ

【職員数の削減】

公共施設の維持管理経費の削減や、公の施設管理
への指定管理者制度の導入推進など

【事務事業の見直し等】

当初予算ベースで前年比７％程度を削減
民間のノウハウを活用するPFIの導入

【公共投資の重点化・抑制】

8,571
8,747

8,977
9,185

9,377

9,705

10,059
10,230

10,460
10,633

9,548

8,000

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

職員数（人）

職員数の推移

年度

２３



厳しい財政状況の中でも、本市のまちづくりのビジョンをしっかりと描き
つつ、未来志向で、強めるべきところは強めることが重要。
「選択と集中」を図るため、行政運営が効率的・効果的であるか今一度
総点検を行い、今後の行財政改革の方針を定める。

北九州市行財政改革
有識者会議 （H23.8月～）

○一層の行財政改革を推進するた
め、外部の有識者でつくる会議
を開催。
○行財政改革に関し見識のある有
識者（学識経験者、経済界・労
働界等）７名で構成。

KITAKYUSHU IR 2011 新行財政改革の検討と

「北九州市行財政改革有識者会議」

２４

新行財政改革の検討の４つの柱

１．公共施設のマネジメント
市有建築物の更新・整備を含め、全市的な視点で公共

施設のあり方等を検討する。

２．組織のマネジメント
地方分権の進展に的確に対応していくため、組織運営

全般（外郭団体を含む）について、あり方を検討する。

３．事業の見直し
行政サービスとして実施する必要性、実施手法等の総

点検を行う。

４．選択と集中の推進に向けた仕組みづくり
既存の行政評価をベースに、市の事業全般の見直し等

について仕組みづくりを検討する。

行政運営全般に亘る
総点検の実施

行政運営全般に亘る
総点検の実施

基本方針

中長期的な視点も含めた総点検

市民にわかりやすい行財政改革



３ 起債運営について



KITAKYUSHU IR 2011     起債発行計画

超長期２０年債を２４年１月に発行予定超長期２０年債を２４年１月に発行予定

個別発行１０年債を例年どおり２３年１２月に発行予定個別発行１０年債を例年どおり２３年１２月に発行予定

これまで以上にＩＲへ積極的に取り組むとともに、市場との対話
を重ね丁寧な起債運営に取り組む

これまで以上にＩＲへ積極的に取り組むとともに、市場との対話
を重ね丁寧な起債運営に取り組む

【平成２３年度起債発行予定額】１，２９０億円

１１８

政府
資金等

３２２２００３００２００１５０

２０年共同発行個別

銀行等
引受債

超長期債１０年債
５年債

市場公募債

（単位 億円）

２５



KITAKYUSHU IR 2011    資金調達の多様化への取り組み

◇ 銀行等引受債の５年債の債券発行（Ｈ１２～）
◇ 住民参加型市場公募債（ひまわり債）の発行（Ｈ１４～）
◇ 共同発行市場公募債の発行（Ｈ１５～）
◇ シンジケート・ローンでの借入（Ｈ１６～）

◇ 提案募集方式による借入（Ｈ１７～）
◇ 超長期債（２０年債）の発行（Ｈ１８～）
◇ 全国型５年債の発行（Ｈ１９～）

資金調達の多様化への取り組み資金調達の多様化への取り組み

市債発行に占める政府資金、民間資金の推移市債発行に占める政府資金、民間資金の推移

平成２２年度においては民間資金の割合が、９０％を超えた。

300 340
420

530
630

780 800 800 850 850

438 406

463

588 426

354

857

319

363 360
505

648 404

218

170
150

93

122

266

89

0

500

1,000

1,500

2,000

１３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２

（億円） 【発行額の推移 全会計決算ベース】

・・・政府資金等

・・・銀行等引受債

・・・市場公募債

1,479

1,241

（年度）

1,299

２６



KITAKYUSHU IR 2011   平成２３年度市場公募債発行計画

85050501002005050150501005000計

300505050505050共同発行債

200100100２０年債

200200１０年債

150150５年債

計３月２月１月
12
月

11
月

10
月

９月８月７月６月５月４月

単位：億円

平成２２年度に引き続き、平成２３年度も毎年１２月に発行してい
る１０年債のほか、５年債（年１回）、２０年債（年２回）の発行
を予定しています。

平成２２年度に引き続き、平成２３年度も毎年１２月に発行してい
る１０年債のほか、５年債（年１回）、２０年債（年２回）の発行
を予定しています。

２７



＜市場公募債＞ ＜銀行等引受債＞

＊みずほ銀行 ＊SMBC日興証券 福岡銀行

＊福岡銀行 ＊大和証券ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ﾏｰｹｯﾂ みずほ銀行

＊西日本シティ銀行 ＊野村證券 西日本シティ銀行

＊山口銀行※ ＊みずほ証券 山口銀行※

＊福岡ひびき信用金庫 ＊三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券 福岡ひびき信用金庫

＊三井住友銀行 ＊みずほｲﾝﾍﾞｽﾀｰｽﾞ証券 信金中央金庫

銀行団計6行 ﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰMUFG証券 三井住友銀行

＊５年債シンジケート団 ＊SMBCﾌﾚﾝﾄﾞ証券 福岡中央銀行

＊丸三証券 親和銀行

岡三証券 大分銀行

＊前田証券 佐賀銀行

しんきん証券 新生銀行

ｺﾞｰﾙﾄﾞﾏﾝ･ｻｯｸｽ証券 西京銀行

ﾒﾘﾙﾘﾝﾁ日本証券 計１３行

ドイツ証券

BNPﾊﾟﾘﾊﾞ証券

ｸﾚﾃﾞｨ･ｽｲｽ証券

証券団計１７社

２８

KITAKYUSHU IR 2011 平成22年度北九州市債引受シンジケート団

※ 平成23年10月１日、開設に伴い、山口銀行より
北九州銀行が権利義務を承継するもの。
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